
業務改善助成金（令和５年度）のご案内
◆業務改善助成金とは◆

　中小企業・小規模事業者が事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を30円以上引き上げ、生産
性向上に資する設備投資等を行った場合に、その設備投資等にかかった費用の一部を助成する制度です。

事業場内最低賃金の
引き上げ ✚ 設備投資等

機械設備導入､ コンサルティング､
人材育成･教育訓練など

▶
業務改善助成金

を支給
（ 最大600万円）

※ �事業場内最低賃金の引上げ計画と設備投資等の計画を立てて申請いただき、交付決定後に計画どおりに事業を進め、事業の結
果を報告いただくことにより、設備投資等にかかった費用の一部が助成金として支給されます。

◆対象事業者◆
　• 中小企業・小規模事業者であること
　• 事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が30円以内であること
　• 解雇、賃金引き下げなどの不交付事由がないこと

➡ 以上の要件を満たした事業者は、事業場内最低賃金の引上げ計画と設備投資等の計画を立
て、（工場や事務所などの労働者がいる）事業場ごとに申請いただきます。

◆対象となる設備投資等◆
　助成対象事業場における、生産性向上に資する設備投資等が助成の対象となります。
　また、一部の事業者については、助成対象となる経費が拡充されます。（次頁参照）

経費区分 対象経費の例
機器・設備の導入 • POSレジシステム導入による在庫管理の短縮

• リフト付き特殊車両の導入による送迎時間の短縮
経営コンサルティング 国家資格者による、顧客回転率の向上を目的とした業務フロー見直し

その他 店舗改装による配膳時間の短縮

◆助成上限額・助成率◆

別々に
申請

工場 事務所

コース
区分

事業場内
最低賃金の
引き上げ額

引き上げる
労働者数

助成上限額

右記以外
の事業者

事業場規模
人未満の
事業者

円
コース 円以上

１人 万円 万円
２～３人 万円 万円
４～６人 万円 万円
７人以上 万円 万円
人以上※ 万円 万円

円
コース 円以上

１人 万円 万円
２～３人 万円 万円
４～６人 万円 万円
７人以上 万円 万円
人以上※ 万円 万円

円
コース 円以上

１人 万円 万円
２～３人 万円 万円
４～６人 万円 万円
７人以上 万円 万円
人以上※ 万円 万円

円
コース 円以上

１人 万円 万円
２～３人 万円 万円
４～６人 万円 万円
７人以上 万円 万円
人以上※ 万円 万円

助成上限額

円未 満

円以 上
円未 満 ４ ５

円以 上 ３ ４
（ ）内は生産性要件を満たした事業場の場合

※ 人以上の上限額区分は、特例事業者が、 人以上の労働者の賃金を引き上げる
場合に対象になります。

助成率

① 賃金
要件

申請事業場の事業場内最低賃金が
円未満である事業者

② 生産量
要件

売上高や生産量などの事業活動を示す
指標の直近３か月間の月平均値が前年、
前々年または３年前の同じ月に比べて、
％以上減少している事業者

③
物価
高騰等
要件

原材料費の高騰など社会的・経済的環
境の変化等の外的要因により、申請前
３か月間のうち任意の１か月の利益率
が３％ポイント※以上低下している事
業者

特例事業者

※「％ポイント（パーセントポイント）」とは、パーセン
トで表された２つの数値の差を表す単位です。

以下の要件に当てはまる場合が特例事業者と
なります。なお、②・③に該当する場合は、
助成対象経費の拡充も受けられます。

※申請期限：令和６年１月31日
（事業完了期限：令和６年２月28日）

8



◆助成対象経費の拡充◆
　特例事業者のうち、②生産量要件または③物価高騰等要件に該当する場合、助成対象となる生産性向
上に資する設備投資等として認められていないパソコン等や一部の自動車も助成対象となります（パソ
コン等は新規導入に限ります）。
　また、生産性向上に資する設備投資などに「関連する経費」※も 、 この設備投資等の額を上回らない
範囲で助成対象となります。

助成対象経費 一般
事業者

特例事業者
（②・③のみ） 助成対象経費の例

生産性向上に資する設備投資等 〇 〇 機器・設備の導入、経営コンサルティング、その他
生産性向上に資する設備投資等のうち、
•�定員７人以上または車両本体価格200万円
以下の乗用自動車や貨物自動車

• �PC 、スマホ、タブレット等の端末と周辺
機器の新規導入

× 〇

生産性向上に資する設備投資等に
「関連する経費」※ × 〇

広告宣伝費（チラシの制作費）、改築費（事務室等の
拡大）、汎用事務機器や什器備品（机・椅子等）の購
入など

※「関連する経費」とは…生産性向上に資する設備投資等を行う取り組みに関連する費用として、業務改善計画で計上された経費を指します。

◆助成金支給の流れ◆
　事業場所在地を管轄する都道府県労働局に対し、 所定の様式で交付申請を行っていただきます。
　労働局による申請内容の審査を経て交付決定がなされたら、 申請内容に沿って事業を実施してください。
　事業完了後、 労働局に事業実績報告と助成金支給申請を行っていただくと 、 労働局による報告内容の
審査を経て 、 助成金が支給されます 。

◆注意事項・お問い合わせ◆
•過去に業務改善助成金を活用した事業者も助成対象となります。
•予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場合があります。
•交付決定前に助成対象設備の導入を行った場合は助成の対象となりません。
•必ず最新の交付要綱・要領で助成要件をご確認ください。
参考ウェブサイト
•厚生労働省ウェブサイト「業務改善助成金」
　�最新の要綱・要領やQ&A（「生産性向上のヒント集」）、申請書作成ツールや

業務改善助成金の活用事例集などを掲載しています。

業務改善助成金についてご不明な点は、業務改善助成金コールセンターまでお問い合わせください
電話番号：0120-366-440（受付時間 平日 8:30 〜 17:15）

交付申請書等の提出先は管轄の都道府県労働局 雇用環境・均等部（室）です

交付申請

交付申請書・事業実施
計画書等を

都道府県労働局に提出

交付決定

交付申請書等を
審査の上、通知

事業の実施

申請内容に沿って
事業を実施

（賃金の引き上げ、設備の
導入、代金の支払）

事業実績報告

労働局に事業実績報告
書等と助成金支給申請

書を提出

交付額確定と助成金支払い

事業実績報告書等を審査し、
適正と認められれば交付額の確定

と助成金の支払いを実施

助成金受領

ここで助成金が
振り込まれます

業務改善助成金 検索
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中小企業リーガルサポートセンターぐんま
（中サポぐんま）のご案内

◇「中小企業リーガルサポートセンターぐんま」とは？
　「事業承継」「労使問題」など、会社経営者・自営業者の様々な分野のお悩み・お困りごとに弁護士
がアドバイス、全力でサポート。トラブル回避やスムーズな問題解決へ向け相談をお受けします。

　中サポぐんまでは、中小企業関連団体に対し、弁護士によるセミナー、講演会、法律相談等のサー
ビスを提供しています。

セミナー参考テーマ
事業承継/事業再生/債権回収/契約問題/労使問題/事故労災/顧客トラブル/営業秘密・知的財産
/経営者保証ガイドライン/法改正/経営に必要な法的知識　等

セミナー等のご要望は群馬弁護士会（027-233-4804）までご相談ください。
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　この補助金は、中小企業・小規模事業者等が導入する
ＩＴツールの経費の一部を補助する国の制度です。
　補助金共通の要件として、導入するＩＴツールは、「登録
されたＩＴ導入支援事業者」が保有する、「認定を受けた
ＩＴツール」から選択する必要があります。

補助金の５つの分類を総まとめ
（下記各表の番号について）

　①補助率
　②補助対象
　③補助額
　④要件

ＩＴ導入補助金2023のご紹介ＩＴ導入補助金2023のご紹介

詳細は
こちら
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